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１．はじめに 

 

  東北地方太平洋沖地震（東日本大震災、

2011）では、東北から関東地方にかけて未

曾有の、また、多種多様の被害が発生した。

その中でも、東北 3 県（岩手、宮城、福島）

では、ため池総数約 12,500 ヶ所の内、約

2,000 ヶ所が被災し、特に福島県内では 3

ヶ所のため池の決壊によって貯水が下流の

住宅にまで達して甚大な被害が発生した。

そのため国土強靭化事業により全国各地の

ため池を対象に耐震性能照査が進められて

いるところである。沖縄県でも既存のため

池を対象に耐震性能を照査し、耐震性能が

確保されていないため池については、耐震

補強の検討が実施されている。 

 本稿では、沖縄本島北部に位置する既設

ため池に対してレベル 2 耐震性能照査に係

る土質調査事例を紹介する。 

 

２．調査概要・目的 

 

  当該ため池は、過年度に簡易ニューマー

クＤ法を用いて、耐震照査が実施されたが、

ため池堤体のすべり変形に伴う最大天端沈

下予測量は許容沈下量を上回る結果となり、

旧堤体材料の強度低下特性の評価が課題と

なった。そのため、本調査は、過年度土質

試験結果及び本件にて実施した土質調査結

果を基に、詳細ニューマークＤ法の耐震照

査に必要なデータを得るため、農村工学研

究所「ため池堤体材料の強度試験仕様書

（案）」に基づいて実施した「繰返し載荷+

単調載荷試験」について、その試験方法及

び試験結果を報告する。 

 

３．ニューマークＤ法 

 

１）定義 

ため池等の土構造物の大規模地震時の耐

震性を適切に診断・評価するためには、締

固めの良否に伴う地震時による堤体土の強

度低下を考慮する必要がある。ニューマー

クＤ法は、滑動変位量の算定法に加え、非

排水繰返し載荷による経時的な強度低下特

性を累積損傷度理論（地盤材料の累積ひず

み特性によりせん断剛性の低下を考慮し、

繰返し荷重載荷時の地盤構造物の弾塑性変

形を推測する理論）によって適切に評価し

て地震時のすべり変形を算定する手法であ

る。 

２）種類 

ニューマークＤ法には、①詳細ニューマ

ークＤ法と、②詳細法を簡易化した SIP ニ

ューマークＤ法（以後、簡易ニューマーク



 

Ｄ法と称す）の 2 種類がある。 

表-1 に詳細法と簡易法の特徴を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．調査手順 

 

  図-1 に調査フローを示す。 

 

図－１  調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１  調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．地盤概要 

 

 図-2 に堤体断面図を示す。対象堤体は堤

体高 H=20ｍ程度であり、堤体は①旧堤体材

料、②堤体埋戻し部材料からなり、これら

は国頭層群風化土の粘性土により構成され

ている。一方、基盤は緑色片岩からなる。 

現地状況を写真-1 に示す。 

 

 

写真－１  現場状況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細法 

簡易法 

表－１ 詳細ニューマークＤ法と簡易ニューマークＤ法の特徴 1) 

堤体高 H≒20m 

図－２ 堤体断面図 



 

６．耐震性能照査に必要な土質試験 

 

１）耐震性能照査に必要な土質試験項目 

 表-2にレベル 2地震動に対する耐震性能

照査に必要な土質試験を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 の土質試験のうち、地震時の非排水

繰返し載荷による、ため池堤体材料の強度

低下特性を求める試験は、「純単調載荷試験

（三軸圧縮 CUb 試験）」と「繰返し+単調載

荷試験」の 2 種類に分けられる。 

 2 種類の土質試験のうち、「純単調載荷試

験（三軸圧縮 CUb 試験）」は、過年度業務で

実施されている。一方、「繰返し+単調載荷

試験」は、当該ため池において地震時の繰

返し荷重により強度低下が想定された（過

年度の土質試験において盛土の締固め度Ｄ

値 90%以下であった）旧堤体材料を対象に

行った（図-2 参照）。 

 

２）試験方法 

 「純単調載荷試験（三軸圧縮 CUb 試験）」 

と「繰返し+単調載荷試験」の試験方法の概

要を以下に示す。 

 

 

 

 

  凡例：   過年度実施 

        本年度実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①純単調載荷試験（三軸圧縮 CUb 試験） 

「土の圧密非排水（CUｂ）三軸圧縮試験 

方法（JGS0523）」に準拠し、飽和した供試 

体に対して有効圧密応力が異なる複数の試

験を実施することによって、繰返し載荷の

影響のない状態の強度定数（内部摩擦角お

よび粘着力）を求める（表-3 に示す供試体

No.1～No.3）。 

 

②繰返し+単調載荷試験 

本試験は、ⅰ）地震動によって生じる非

排水繰返し載荷過程で増加する損傷を算出

する試験（液状化試験：供試体 4 本）と、

ⅱ）損傷の増加に伴って継続的に低下する

非排水強度を算出する（繰返し載荷+単調載

荷試験：供試体 4 本）の 2 種類の試験で構

成されている。 

 

表－２ 耐震性能の照査に必要な土質試験項目 2) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）繰返し載荷試験：液状化試験 

「土の繰返し非排水三軸試験（JGS0541）」

に準拠し、両振幅軸ひずみ DA=10%に達する

まで繰返し載荷過程を継続することによっ

て、20 回の繰返し載荷で損傷ひずみ DA=5%

を生じる繰返し応力振幅比（SR20）を求め

る（表-3 に示す供試体 No.4～No.7）。 

図-3 に本試験結果の概略図を示す。 

 

ⅱ）繰返し載荷+単調載荷試験 

「土の繰返し非排水三軸試験（JGS0541）」

に準拠し、上記ⅰ）の試験で求めた、SR20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

での応力比を供試体に作用させ、所定の両

振幅ひずみ（1％、3％、5％、7％の 4 段階）

が供試体に達するまで繰返し載荷を加える。 

供試体に所定の両振幅軸ひずみが生じた後、 

非排水条件を保ったままで直ちに、「土の圧 

密非排水（CUｂ）三軸圧縮試験方法

（JGS0523）」に準拠し、軸ひずみ 15％まで

載荷を行う。これにより非排水繰返し載荷

によって生じる損傷ひずみεDと損傷後の 

内部摩擦角φcuDとの関係を求める（表-3

に示す供試体 No.8～No.11）。 

図-4 に試験の概略を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ 室内せん断試験一覧 

図－３ 繰返し載荷試験（液状化試験）の概略図 

通常の三
軸 CUb 試
験 

液状化 
試験 

繰返し載
荷 + 単 調
載荷試験 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．試験結果 

 

１）試験結果 

  試験結果は表-4 に示すとおりである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試験結果概要】 

 純単調載荷試験（三軸 CUb 試験）の

結果、圧縮強さ 245kN/m2 が得られ、

全応力で C=51.0kN/m2およびφ

=17.0°を呈す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 繰返し載荷(液状化)試験では、繰返

し応力比 SR20=0.246 が得られた。 

 繰返し載荷+単調載荷試験では、圧縮

強さは、DA=1%で 161kN/m2、DA=3%で

149kN/m2、DA=5%で 135kN/m2、DA=7%

で 124kN/m2を呈し、両振幅軸ひずみ

表－４ 室内せん断試験一覧 

図－４ 繰返し載荷+単調載荷試験概略図 



 

が大きくなるにつれ減少傾向を示す。 

 

 

 

 

 

 

写真－２  繰返し+単調載荷試験状況写真 

 

２）強度低下特性 

  詳細ニューマークＤ法に用いる強度低下

特性は、繰返し+単調載荷試験により得られ

た試験値より設定した。一方、過年度に実

施された簡易ニューマークＤ法の耐震照査

では、標準強度低下モデルに基づき堤体土

の物理特性から設定された強度低下特性が

用いられている。 

図-5 に両振幅軸ひずみと内部摩擦角φ

の関係を示す。 

 

 

図－５  内部摩擦角強度低下特性 

 

【強度低下特性の概要】 

 詳細ニューマークＤ法では、両振幅

軸ひずみが 40％付近まで、内部摩擦

角はφ=5°を維持する。一方、簡易

ニューマークＤ法では、両振幅軸ひ

ずみが 22％で内部摩擦角はφ=0°を

示す。 

 図-5 より、詳細ニューマークＤ法に

用いる強度低下特性の方が、両振幅

軸ひずみの増大に伴う強度低下が小

さい傾向が確認された。 

 

８．まとめ 

 

① 過年度に実施された簡易ニューマーク

Ｄ法では、滑動に伴う堤体天端の沈下

量は、許容沈下量を上回る結果となっ

たが、今回実施した詳細ニューマーク

Ｄ法では、許容沈下量を下回る結果と

なった。 

② ため池の耐震性能照査（レベル 2）に

おける堤体土の強度低下特性を適切に

評価するためには、土質試験（純単調

載荷試験および繰返し+単調載荷試験）

を行い、現地の土質を評価した強度低

下モデルを作成することが必要である。 

③ 簡易ニューマークＤ法による強度低下

特性は、既往の土質データより作成し

た標準強度低下モデルに基づき堤体土

の物理特性から推定したものである。

更に簡易法は、土質データの蓄積が必

ずしも十分ではなく、耐震性能照査に

おいて過大な設計となる場合がある。

そのため、レベル 2 地震動に対する耐

震性能照査の検討にあたっては、詳細

ニューマークＤ法の解析手法を用いる

ことが望ましいと考える。 
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